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(57)【要約】
【課題】変色、特に黄変し難く、且つ優れた耐溶剤性及び耐湿熱性等を有する皮膜を形成
することができる木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造方法を提供する。
【解決手段】本発明の木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造方法は、脱水ヒマシ油脂
肪酸骨格を有するポリオール（Ａ）と、親水性化合物（ジメチロールプロピオン酸等）と
、ポリイソシアネート化合物（Ｂ）（水添ＭＤＩ等）と、を反応させてイソシアネート末
端プレポリマーを生成させ、次いで、反応液と水とを混合することを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脱水ヒマシ油脂肪酸骨格を有するポリオール（Ａ）と、親水性化合物と、ポリイソシア
ネート化合物（Ｂ）と、を反応させてイソシアネート末端プレポリマーを生成させ、その
後、反応液と水とを混合することを特徴とする木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造
方法。
【請求項２】
　上記ポリオール（Ａ）は、脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸と、４官能以上
のポリオールとの反応生成物であり、該脱水ヒマシ油及び／又は該脱水ヒマシ油脂肪酸と
、該４官能以上のポリオールとの合計を１００質量％とした場合に、該４官能以上のポリ
オールは５～４０質量％である請求項１に記載の木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製
造方法。
【請求項３】
　上記ポリオール（Ａ）のヨウ素価が８０～１３０である請求項１又は２に記載の木材塗
料用ポリウレタン系水分散体。
【請求項４】
　上記ポリイソシアネート化合物（Ｂ）が、２個のシクロヘキシル基を有するジイソシア
ネート化合物である請求項１乃至３のうちのいずれか１項に記載の木材塗料用ポリウレタ
ン系水分散体の製造方法。
【請求項５】
　上記反応液と上記水とを混合するのと同時に、又は該混合後に、混合液にカルボジイミ
ドが添加され、該混合液に含有される固形分を１００質量部とした場合に、該カルボジイ
ミドは０．３～３．０質量部である請求項１乃至４のうちのいずれか１項に記載の木材塗
料用ポリウレタン系水分散体の製造方法。
【請求項６】
　請求項１乃至５のうちのいずれか１項に記載の木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製
造方法により製造されたことを特徴とする木材塗料用ポリウレタン系水分散体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造方法に関する。更に詳しくは、本
発明は、木材用塗料の主成分として用いたときに、変色、特に黄変し難く、且つ優れた耐
水性、耐溶剤性及び耐湿熱性等を有する皮膜を形成することができる木材塗料用ポリウレ
タン系水分散体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ヒマシ油系ポリオール等のポリオールを用いて製造されたイソシアネート末端プ
レポリマーが水に分散されてなる各種のポリウレタン系水分散体が提案されており、塗料
等の主成分として用いられている。例えば、不飽和脂肪酸エステルポリオール等のポリオ
ール化合物と、有機ジイソシアネート化合物と、ジアルキルモノヒドロキシアルカン酸と
の反応生成物を必須成分とする水性ウレタン化アルキッド樹脂分散体が知られている（例
えば、特許文献１参照。）。また、ポリイソシアネート化合物、ヒマシ油系ポリオール化
合物、分子内に水酸基以外の親水性基を有し、且つ水酸基を２個以上有する化合物、を反
応させて得られたイソシアネート末端プレポリマーに、活性水素を２個以上有する化合物
を作用させて鎖延長反応させてなるウレタン系水性組成物が知られている（例えば、特許
文献２参照。）。
【０００３】
【特許文献１】特開平７－１６６１３０号公報
【特許文献２】特開２０００－２７３１３８号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記のように、塗料等として用いられる各種のウレタン系水分散体などが知られている
。しかし、特許文献１では、有機ジイソシアネート化合物が数多く例示されてはいるもの
の、皮膜の変色との関連で特定の有機ジイソシアネート化合物を選択することについては
何ら着目されていない。また、実施例では、変色し易いトリレンジイソシアネートが用い
られており、イソホロンジイソシアネートも用いられているが、このジイソシアネートで
あっても、特定のポリオールを用いないときは変色の問題がある。更に、特許文献２では
、ポリオール原料として脱水ヒマシ油を用いること、及び塗膜を酸化重合により硬化させ
ることについて何ら記載がなく、被膜の変色にも全く着目されていない。
【０００５】
　本発明は上記の従来の状況に鑑みてなされたものであり、木材用塗料の主成分として用
いたときに、木材に塗布された後、含有されるイソシアネート末端プレポリマー（以下、
「プレポリマー」と略記することもある。）が酸化重合し、架橋されて、変色、特に黄変
し難く、且つ優れた耐水性、耐溶剤性及び耐湿熱性等を有する皮膜を形成することができ
る木材塗料用ポリウレタン系水分散体（以下、「水分散体」と略記することもある。）の
製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は以下のとおりである。
　１．脱水ヒマシ油脂肪酸骨格を有するポリオール（Ａ）と、親水性化合物と、ポリイソ
シアネート化合物（Ｂ）と、を反応させてイソシアネート末端プレポリマーを生成させ、
その後、反応液と水とを混合することを特徴とする木材塗料用ポリウレタン系水分散体の
製造方法。
　２．上記ポリオール（Ａ）は、脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸と、４官能
以上のポリオールとの反応生成物であり、該脱水ヒマシ油及び／又は該脱水ヒマシ油脂肪
酸と、該４官能以上のポリオールとの合計を１００質量％とした場合に、該４官能以上の
ポリオールは５～４０質量％である上記１．に記載の木材塗料用ポリウレタン系水分散体
の製造方法。
　３．上記ポリオール（Ａ）のヨウ素価が８０～１３０である上記１．又は２．に記載の
木材塗料用ポリウレタン系水分散体。
　４．上記ポリイソシアネート化合物（Ｂ）が、２個のシクロヘキシル基を有するジイソ
シアネート化合物である上記１．乃至３．のうちのいずれか１項に記載の木材塗料用ポリ
ウレタン系水分散体の製造方法。
　５．上記反応液と上記水とを混合するのと同時に、又は該混合後に、混合液にカルボジ
イミドが添加され、該混合液に含有される固形分を１００質量部とした場合に、該カルボ
ジイミドは０．３～３．０質量部である上記１．乃至４．のうちのいずれか１項に記載の
木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造方法。
　６．上記１．乃至５．のうちのいずれか１項に記載の木材塗料用ポリウレタン系水分散
体の製造方法により製造されたことを特徴とする木材塗料用ポリウレタン系水分散体。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造方法によれば、酸化重合により塗膜
が容易に硬化し、十分な硬度を有する皮膜を形成することができるイソシアネート末端プ
レポリマーを含有する水分散体を効率よく製造することができる。また、亜麻仁油、大豆
油等の植物油由来の従来のポリオールを用いたときは、変色し易いが、本発明の製造方法
では、特定の構造のポリオール（Ａ）を使用することにより、変色を十分に抑えることが
できる。更に、１液型でありながら、ポリオール（Ａ）を用いることにより、従来の２液
型の塗料と同様に優れた耐水性及び耐溶剤性を有し、且つ十分な耐湿熱性等を備える皮膜
を形成することができるイソシアネート末端プレポリマーを含有する水分散体を効率よく
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製造することができる。
　また、ポリオール（Ａ）が、脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸と、４官能以
上のポリオールとの反応生成物であり、該脱水ヒマシ油及び／又は該脱水ヒマシ油脂肪酸
と、該４官能以上のポリオールとの合計を１００質量％とした場合に、該４官能以上のポ
リオールは５～４０質量％である場合、及びポリイソシアネート化合物（Ｂ）が、２個の
シクロヘキシル基を有するジイソシアネート化合物である場合は、これらを反応させ易く
、プレポリマーを容易に生成させることができる。
　更に、ポリオール（Ａ）のヨウ素価が８０～１３０である場合は、木材用塗料として用
いたときに、十分な硬度等を有する被膜を形成することができる。
　また、反応液と水とを混合するのと同時に、又は混合後に、混合液にカルボジイミドが
添加され、混合液に含有される固形分を１００質量部とした場合に、カルボジイミドが０
．３～３．０質量部である場合は、カルボジイミドにより架橋が促進され、より容易に皮
膜を形成することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明を詳しく説明する。
　本発明の木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造方法は、脱水ヒマシ油脂肪酸骨格を
有するポリオール（Ａ）と、親水性化合物と、ポリイソシアネート化合物（Ｂ）と、を反
応させてイソシアネート末端プレポリマーを生成させ、その後、反応液と水とを混合する
ことを特徴とする。
【０００９】
［１］脱水ヒマシ油脂肪酸骨格を有するポリオール（Ａ）
　上記「脱水ヒマシ油脂肪酸骨格を有するポリオール（Ａ）」は、脱水ヒマシ油、脱水ヒ
マシ油脂肪酸等と４官能以上のポリオールとをエステル交換反応、又はエステル化反応さ
せて生成させることができる。具体的な方法は特に限定されないが、例えば、攪拌装置、
冷却器等を備える反応容器に、脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸、４官能以上
のポリオール及び触媒を投入し、加熱しながら攪拌し、反応させて生成させることができ
る。反応雰囲気は窒素ガス雰囲気、及びアルゴンガス雰囲気等の不活性ガス雰囲気などの
不活性雰囲気であることが好ましい。反応温度及び反応時間は特に限定されないが、反応
温度は１９０～２５０℃、特に２００～２４０℃とすることが好ましく、反応時間は２～
１０時間、特に２．５～８時間とすることが好ましい。
【００１０】
　脱水ヒマシ油は、ヒマシ油を構成するリシノール酸が有するヒドロキシル基を、触媒に
より隣接する炭素に結合する水素とともに引き抜くことにより脱水して二重結合に変化さ
せた化合物である。リシノール酸は９位にヒドロキシル基、１２位に二重結合を有してい
るため、脱水反応により生成する二重結合は他の二重結合と共役系になることもあるし、
共役系にならないこともあり、脱水ヒマシ油には共役系と非共役系とが混在している。ま
た、脱水ヒマシ油脂肪酸は、脱水ヒマシ油を加水分解しグリセリンを除去した化合物であ
る。
【００１１】
　４官能以上のポリオールとしては、ペンタエリスリトール、ジトリメチロールプロパン
、ジグリセリン、ジペンタエリスリトール、ソルビトール、シュルクゾール等が挙げられ
る。これらのうちでは、４官能のポリオールが好ましく、ペンタエリスリトールが多用さ
れる。４官能以上のポリオールは１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
また、官能基数の異なるポリオールを併用することもできる。
【００１２】
　脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸と４官能以上のポリオールとの配合割合は
特に限定されないが、４官能以上のポリオールは、４官能以上のポリオール（Ｍ１モルと
する。）と脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸（Ｍ２モルとする。併用する場合
は合計量とする。）とのモル比（Ｍ１／Ｍ２）が０．４０～１．００、特に０．４５～０
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．９０となる配合量とすることが好ましい。このモル比（Ｍ１／Ｍ２）が０．４０～１．
００であれば、２官能を少し越えるポリオール（Ａ）を容易に合成することができる。ま
た、脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸と４官能以上のポリオールとのエステル
交換反応／エステル化反応においては、他のポリオールとしてヒマシ油等を併用すること
ができる。この他のポリオールの配合量は、ポリオールの全量を１００質量％とした場合
に、５０質量％以下であることが好ましい。５０質量％を越えると、脱水ヒマシ油及び／
又は脱水ヒマシ油脂肪酸による酸化重合架橋の効果が低くなるため好ましくない。
【００１３】
　触媒としては、エステル交換反応／エステル化反応に一般に用いられる触媒を使用する
ことができる。この触媒としては、ナトリウムメトキシド、ナトリウムエトキシド、カリ
ウムメトキシド、カリウムエトキシド、カリウム－ｔ－ブトキシド、テトラエトキシチタ
ン、テトラブトキシチタン等のアルコキシド触媒、各種の酸化物触媒、各種の水酸化物触
媒、及び各種のジアルキルスズ化合物触媒などが挙げられる。
【００１４】
　ポリオール（Ａ）のヨウ素価は特に限定されないが、８０～１３０、特に８５～１２５
であることが好ましい。ヨウ素価が８０～１３０であれば、プレポリマーの酸化重合が十
分になされ、優れた耐水性及び耐溶剤性を有し、且つ十分な耐湿熱性等を備える皮膜を形
成することができる。また、酸価は、通常、１．５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、特に１．２ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下である。更に、水酸基価は、１００～２００ｍｇＫＯＨ／ｇ、特に１００
～１７０ｍｇＫＯＨ／ｇである。また、２５℃で測定した粘度は２００～６００ｍＰａ・
ｓ、特に２５０～５５０ｍＰａ・ｓである。この粘度が高すぎる場合は、プレポリマーの
生成時、有機溶媒の質量割合を増加させることにより調整することができる。
【００１５】
［２］イソシアネート末端プレポリマーの生成
　上記「親水性化合物」は、少なくとも２個のヒドロキシル基と、少なくとも１個のカル
ボキシル基とを有する。この親水性化合物は、イソシアネート末端プレポリマーの生成時
、ポリオール（Ａ）とともにポリイソシアネート化合物と反応し、カルボキシル基を有す
るプレポリマーを生成させることができる。この親水性化合物としては、ジメチロールプ
ロピオン酸、ジメチロールブタン酸、ジメチロールペンタン酸、ジメチロールノナン酸等
のジメチロールアルカン酸が挙げられる。親水性化合物は１種のみ用いてもよく、２種以
上を併用してもよい。
【００１６】
　上記「ポリイソシアネート化合物（Ｂ）」は特に限定されないが、皮膜の変色を抑える
という観点で、２又は３個のシクロヘキシル基を有するポリイソシアネート化合物（Ｂ）
が好ましい。このポリイソシアネート化合物（Ｂ）としては、４，４’－ジフェニルメタ
ンジイソシアネート（ＭＤＩ）の水添物、トリジンジイソシアネートの水添物、トリフェ
ニルメタンジイソシアネートの水添物、トリフェニルメタントリイソシアネートの水添物
等が挙げられる。これらのうちでは、２個のシクロヘキシル基を有するジイソシアネート
化合物、例えば、ＭＤＩの水添物が好ましい。また、このように２又は３個のシクロヘキ
シル基を有することで、シクロヘキシル基を１個有するポリイソシアネート化合物、例え
ば、イソホロンジイソシアネートを用いたときと比べて、皮膜の耐溶剤性等を向上させる
ことができる。更に、水添物ではない、例えば、ＭＤＩを用いたときは、反応性が高すぎ
、粒子状のプレポリマーが水に分散する前に、反応が進みすぎて樹脂状になってしまい、
水分散体とすることができないことがある。ポリイソシアネート化合物（Ｂ）は１種のみ
用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００１７】
　更に、プレポリマーを生成させる際、ポリオールとして、ポリオール（Ａ）と他のポリ
オール（但し、上記「親水性化合物は除く。）とを併用することもできる。この他のポリ
オールは特に限定されないが、例えば、（１）エチレングリコール、プロピレングリコー
ル、１，４－ブタンジオール、３－メチルペンタンジオール、１，６ヘキサンジオール、
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ジエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、グリセリン、ビスフェノールＡ、トリ
メチロールプロパン、ペンタエリスリトール等の短鎖ポリオール、及びダイマー酸ジオー
ル等の長鎖ポリオール、（２）上記（１）の短鎖ポリオールのエチレンオキサイド及び／
又はプロピレンオキサイド付加物、ポリテトラメチレングリコール等のポリエーテルポリ
オール、（３）アジピン酸、マロン酸、セバシン酸、アゼライン酸、フタル酸、テレフタ
ル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、トリメリット酸等の多塩基酸と、上記（１）の短鎖
ポリオールとを公知の方法で反応させてなるポリエステルポリオール、及びカプロラクト
ン等の開環重合により得られるラクトン系ポリエステルポリオールなどのポリエステルポ
リオール、（４）上記（１）の短鎖ポリオールと、ジエチルカーボネート、ジメチルカー
ボネート等との脱アルコール反応によって合成されるポリカーボネートポリオール、（５
）ポリブタジエンポリオール、ポリイソプレンポリオール等のポリオレフィンポリオール
、などが挙げられる。これらの他のポリオールは１種のみ用いてもよいし、２種以上を併
用してもよい。
【００１８】
　プレポリマー生成時の、ポリオール（Ａ）（他のポリオールを併用する場合はポリオー
ルの合計量）、親水性化合物及びポリイソシアネート化合物（Ｂ）の各々の配合割合は特
に限定されないが、親水性化合物は、親水性化合物（Ｍ３ｍｍｏｌとする。）と、ポリオ
ール（Ａ）又はポリオールの合計量（Ｍ４ｇとする。）との比（Ｍ３／Ｍ４）が、０．２
５～０．６０、特に０．３０～０．５０となる配合量であることが好ましい。この比（Ｍ

３／Ｍ４）が０．２５～０．６０であれば、プレポリマーに所要量のカルボキシル基を導
入することができる。また、ポリオール（Ａ）又はポリオールの合計量と、ポリイソシア
ネート化合物（Ｂ）との量比を表すイソシアネートインデックスは、１．１０～２．００
、特に１．２０～１．７０であることが好ましい。
【００１９】
　プレポリマーの生成に用いる触媒としては、ジオクチルチンジラウレート、ジブチルチ
ンジラウレート、ジブチルチンジアセテート、ジブチルチンジマレエート、オクテン酸鉛
等の金属触媒、及びトリエチルアミン、トリエチレンジアミン、ジメチルアミノエタノー
ル等のアミン触媒などが挙げられる。触媒は１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用し
てもよく、金属触媒とアミン触媒とを併用することもできる。
【００２０】
　プレポリマーは、有機溶媒を用いることなく生成させることもでき、有機溶媒を媒体と
して生成させることもできる。有機溶媒を用いる場合、この有機溶媒は、ポリオール（Ａ
）、親水性化合物、ポリイソシアネート化合物（Ｂ）等を室温（例えば、２５～３５℃）
以上の温度で溶解させることができ、且つ生成するプレポリマーを室温（例えば、２５～
３５℃）以上の温度で溶解させることができればよく、特に限定されない。有機溶媒とし
ては、ウレタン化反応に不活性で水との親和性が高い溶媒が好ましく、メチルエチルケト
ン、アセトン、メチルイソブチルケトン等のケトン類、及びＮ－メチルピロリドン、ジメ
チルアセトアミド、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン等が挙げられ、中でも十
分な溶解力を有し、且つ低沸点であるケトン類、特にメチルエチルケトンが好ましい。ま
た、Ｎ－メチルピロリドン等の沸点が水よりも高い溶媒は、通常の有機溶媒を留去させる
ときの条件では留去させることができず、木材用塗料として基材に塗布した後も残留する
が、プレポリマー粒子等の結合剤及び造膜助剤としても機能するため、併用することが好
ましい。有機溶媒の使用量は、プレポリマーを１００質量部とした場合に、１０～１００
質量部の範囲とすることができる。
【００２１】
　また、プレポリマーの末端イソシアネート基の含有量は特に限定されないが、プレポリ
マーを１００質量％とした場合に、１．５～５．５質量％、特に２．０～４．５質量％と
することができる。この末端イソシアネート基の含有量は、研磨性、硬度、光沢、耐薬品
性等の所要物性を勘案し、設定することが好ましい。
【００２２】
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［３］水分散体及び水分散体組成物
　上記のようにして調製した、プレポリマーが溶解した反応液と水とを混合することによ
り水分散体とすることができる。また、上記の沸点が水よりも高い有機溶媒は、通常、水
分散体に残留する。
　上記「水」は特に限定されないが、蒸留水、イオン交換水、純水等の純度の高い水を用
いることが好ましい。反応液と水とを混合する方法も特に限定されないが、大量の水と一
時に混合するよりも、反応液に液滴として水を滴下する方法が好ましい。この滴下する方
法であれば、水にプレポリマーをより均一に分散させることができ、より均質な水分散体
とすることができる。
【００２３】
　また、反応液と水とを混合する前に、反応液に、プレポリマーに導入されたカルボキシ
ル基を中和するための中和剤を添加することが好ましい。中和剤としては、塗膜硬化後、
被膜内に残留しないため、アミン類が好ましく、第３級アミンがより好ましい。この第３
級アミンは特に限定されないが、例えば、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリ－
ｎ－プロピルアミン、トリ－ｎ－ブチルアミン等の脂肪族第３級アミン、及びＮ，Ｎ－ジ
メチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアニリン等の芳香族第３級アミンなどを用いることが
できる。第３級アミンは１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。この中和
により、プレポリマーの親水性が向上し、より均質な水分散体とすることができる。
【００２４】
　中和剤として用いる第３級アミンは、プレポリマー中に導入したカルボキシル基と等モ
ル量であることが好ましく、これによりプレポリマーの親水性がより向上し、プレポリマ
ー粒子がより均一に分散した水分散体とすることができる。
【００２５】
　更に、反応液と水とを混合するのと同時に、又は混合した後に、混合液に鎖延長剤を添
加することが好ましい。また、プレポリマーの生成に有機溶媒を用いた場合、鎖延長剤は
有機溶媒の留去の前に添加することがより好ましい。鎖延長剤としては、イソシアネート
基と反応する活性水素を２個以上有する化合物を用いることができ、エチレンジアミン、
プロピレンジアミン、イソホロンジアミン、ピペラジン、フェニレンジアミン等のジアミ
ン、及び３官能以上のポリアミンなどが挙げられる。この鎖延長により、プレポリマー分
子が結合されて鎖延長されるとともに、鎖延長された分子の末端がアミノ基又はヒドロキ
シル基となる。これにより、分子末端がイソシアネート基のままである場合、水と反応し
てしまうプレポリマーの反応を抑え、水分散体を安定化することができる。
【００２６】
　鎖延長剤として用いられるジアミンの使用量は、化学分析により測定されるプレポリマ
ーのイソシアネート基含有量との当量比に基づいて設定することができる。ジアミンは、
ジアミンのアミノ基当量（Ｍ５とする。）と、プレポリマーのイソシアネート基当量（Ｍ

６とする）との比（Ｍ５／Ｍ６）が０．５～１．０となる当量比で使用することが好まし
い。鎖延長反応の反応条件は特に限定されないが、反応温度は３０～６０℃、反応時間は
３０分～４時間の条件で反応させることが好ましい。
【００２７】
　鎖延長されたプレポリマーにおける脱水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸に由来
する成分の、プレポリマーの全量に対する質量割合は特に限定されないが、プレポリマー
の全量を１００質量％とした場合に、脱水ヒマシ油等に由来する成分は２０～６０質量％
であることが好ましい。この成分の質量割合が２０～６０質量％であれば、水分散体を含
有する木材用塗料を基材に塗布した後、プレポリマーの酸化重合が容易になされ、十分な
硬度等を有する被膜を形成することができる。
【００２８】
　また、プレポリマーが中和され、鎖延長された後の混合液に、カルボジイミド化合物を
添加することが好ましい。このカルボジイミド化合物は、分子中にカルボジイミド基を有
する化合物であれば特に限定されないが、水溶性のカルボジイミド化合物であることがよ
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り好ましい。従って、より好ましいカルボジイミド化合物としては、ジイソシアネート化
合物を脱二酸化炭素縮合反応により重合させた後、末端イソシアネート基をヒドロキシル
基等の反応性を有する親水性基を備える有機化合物でキャップした化合物を挙げることが
できる。具体的には、日清紡績社製のカルボジライトシリーズ等の化合物が挙げられる。
この製品は水溶性タイプとなっており固形分含有量は約４０質量％である。カルボジイミ
ド化合物の添加量は特に限定されないが、混合液（水分散体）に含有される固形分を１０
０質量部とした場合に、０．３～３．０質量部であることが好ましい。
【００２９】
　上記「木材塗料用ポリウレタン系水分散体」には、必要に応じて各種の添加剤を配合し
て水分散体組成物とすることができる。この添加剤としては、例えば、（１）フタル酸ジ
エチル、フタル酸ジブチル、アジピン酸ジブチル等の可塑剤、（２）ロジン、テルペン樹
脂、クマロン樹脂等の粘着付与樹脂、（３）炭酸カルシウム、シリカ、クレー、タルク、
カーボンブラック等の無機充填剤、（４）酸化防止剤、紫外線吸収剤、紫外線防止剤等の
安定剤、などの他、酸化重合促進剤、難燃剤、防黴剤、防錆剤等の各種の添加剤が挙げら
れる。
【００３０】
　水分散体の具体的な製造方法及び製造条件は特に限定されないが、例えば、攪拌装置、
冷却器等を備える反応容器に、有機溶媒、ポリオール（Ａ）、親水性化合物、及び触媒を
投入し、溶解後、ポリイソシアネート化合物（Ｂ）を仕込み、これらを加熱しながら攪拌
し、反応させてプレポリマーを生成させ、次いで、反応液と水とを混合することにより製
造することができる。また、有機溶媒を用いた場合、この有機溶媒を留去する方法は特に
限定されず、温度は有機溶媒の沸点等により設定することが好ましい。また、減圧下に留
去してもよく、常圧下に留去してもよいが、減圧下に留去することが好ましい。減圧下に
留去すれば設定温度を低下させることもでき、プレポリマーに必要のない熱を加えること
なく、且つ短時間で効率よく有機溶媒を留去することができる。
【００３１】
　製造時の雰囲気は不活性雰囲気でも大気雰囲気でもよいが、窒素ガス雰囲気、及びアル
ゴンガス雰囲気等の不活性ガス雰囲気などの不活性雰囲気で反応させることが好ましい。
また、プレポリマー生成時の反応温度及び反応時間は特に限定されないが、反応温度は６
０～１００℃、特に７０～９０℃とすることが好ましく、反応時間は４～１０時間、特に
５．５～８．５時間とすることが好ましい。
【００３２】
　鎖延長されたプレポリマーの生成に用いられる脱水ヒマシ油等の原料の全量に対する脱
水ヒマシ油及び／又は脱水ヒマシ油脂肪酸の質量割合は特に限定されないが、原料の全量
を１００質量％とした場合に、２０～６０質量％、特に２５～５５質量％であることが好
ましい。脱水ヒマシ油等の質量割合が２５～６０質量％であれば、水分散体を含有する木
材用塗料を基材に塗布した後、プレポリマーの酸化重合が容易になされ、十分な硬度等を
有する被膜を形成することができる。
【００３３】
［５］木材用塗料
　本発明の方法により製造された木材塗料用ポリウレタン系水分散体、及びこれに各種の
添加剤を配合した水分散体組成物は、塗料として用いるための各種の添加剤等を配合して
木材用塗料として使用することができる。
【００３４】
　水分散体は、２５℃で測定した粘度が１０～２００ｍＰａ・ｓ、特に１５～１７０ｍＰ
ａ・ｓであることが好ましい。この範囲の粘度であれば、木材用塗料の調製時、取り扱い
易く、塗料の調製が容易である。また、水分散体の水素イオン指数（ｐＨ）は７．０～９
．０、特に７．０～８．５であることが好ましい。この範囲のｐＨであれば、ポリウレタ
ン系の水分散体として安定である。更に、水分散体における不揮発分は、水分散体を１０
０質量％とした場合に、２５～６０質量％、特に３０～５５質量％であることが好ましい
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。この範囲の不揮発分であれば、低粘度であり、且つ塗料の樹脂分としても十分である。
尚、水分散体組成物である場合も、その粘度、ｐＨ及び不揮発分は、それぞれ上記の水分
散体と同様の範囲であることが好ましく、それにより、同様の作用効果が奏される。
【００３５】
　本発明の方法により製造された水分散体、及び水分散体組成物を主成分とする木材用塗
料には、各種の添加剤が配合される。この添加剤としては、（１）（ａ）ポリプロピレン
グリコールを付加したポリメチルシロキサン、ポリフェニルメチルシロキサン等のシリコ
ン系、（ｂ）ポリビニルイソブチルエーテル等のエーテル系、（ｃ）ポリイソブチルアク
リレート等のアクリル系などのレベリング剤、（２）（ａ）プロピレングリコール、エス
テル化した植物油脂肪酸、セロソルブアセテート、ブチルセロソルブ、ブチルセロソルブ
アセテート等のセロソルブ系、（ｂ）テキサノール、（ｃ）ポリプロピレングリコールモ
ノメチルエーテル等のグリコールエーテルなどの造膜助剤、（３）（ａ）ジメチルポリシ
ロキサン等のシリコン系、ポリビニルイソブチルエーテル等のエーテル系、（ｂ）ポリラ
ウリルメタクリレート等のアクリル系などの消泡剤、（４）カーボンブラック、弁柄、炭
酸カルシウム、紺青、亜鉛華、鉛丹等の無機顔料、及びアゾ系、アントラキノン系、フタ
ロシアニン系等の有機顔料、などの各種の添加剤が挙げられる。これらの各種の添加剤は
、それぞれ１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。これら添加剤の配合量
の合計は、プレポリマーを１００質量％とした場合に、５～２５質量％、特に１０～２０
質量％であることが好ましい。言い換えれば、プレポリマーは７５～９５質量％、特に８
０～９０質量％であることが好ましい。
【００３６】
　木材用塗料を基材に塗布する方法は特に限定されず、刷毛塗り、ローラーコート、スプ
レーコート、グラビアコート、リバースロールコート、エアナイフコート、バーコート、
カーテンロールコート、ディップコート、ロッドコート、ドクターブレードコート等の各
種の塗布方法により塗布することができる。また、木材用塗料を基材に塗布した後、塗膜
を乾燥させ、硬化させて皮膜とする方法も特に限定されないが、大気雰囲気下、所定温度
で所要時間静置し、水を揮散させ、鎖延長されたプレポリマーを酸化重合、及びカルボジ
イミド化合物を用いる場合は、この化合物による重合と併せて、重合させ硬化させること
ができる。温度及び時間は特に限定されないが、高温短時間であるよりも低温長時間であ
ることが好ましく、温度は３０～６０℃、特に３５～５０℃とすることが好ましく、時間
は、温度及びプレポリマーの反応性等にもよるが、４８～２８８時間、特に９６～２４０
時間とすることが好ましい。
【実施例】
【００３７】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明する。
［１］脱水ヒマシ油の合成
　攪拌機、温度計、窒素導入管、還流コンデンサ及び留出器を備える反応器に、ヒマシ油
を１０００ｇ（０．９３モル）、硫酸水素ナトリウムを４．０ｇ及び水を４．０ｇ投入し
、徐々に減圧して５ｍｍＨｇの圧力とし、２４０℃まで昇温させた。その温度を継続した
ままで３時間攪拌し、脱水反応をさせて反応水を系外に留出させた。反応終了後、１００
℃以下に冷却し、炭酸水素ナトリウム３．０ｇと水１０ｇとを添加して触媒を中和し、再
度減圧にして水分を取り除いた後、中和塩を除去した。得られた脱水ヒマシ油の酸価は３
．０ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価は１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５℃における粘度は１５０ｍＰ
ａ・ｓであった。
【００３８】
［２］ポリオールの合成
　合成例１
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、脱水ヒマシ油を１
５００ｇ（１．６６モル）、ペンタエリスリトールを１１３ｇ（０．８３モル）、及びナ
トリウムメトキシドの２８質量％メタノール溶液を２．４ｇ投入し、窒素気流下、２２０
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℃で３時間攪拌し、反応させた。その後、１００℃以下に冷却し、リン酸の７５質量％水
溶液を１．３ｇ添加して、触媒を中和し、除去した。得られたヒマシ油系ポリオールのヨ
ウ素価は１２３、酸価は１．０ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価は１２９ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５
℃における粘度は５００ｍＰａ・ｓであった（以下、「ポリオールＡ－１」という。また
、表１、２でも「ポリオールＡ－１」と表記する。）。
【００３９】
　合成例２
　脱水ヒマシ油を１２００ｇ（１．３３モル）とし、ペンタエリスリトールに代えてペン
タエリスリトールのプロピレンオキサイド付加物（水酸基価；４１０ｍｇＫＯＨ／ｇ）４
００ｇ（０．７３モル）を用いた他は、合成例１と同様にしてヒマシ油系ポリオールを製
造した。得られたヒマシ油系ポリオールのヨウ素価は９９、酸価は１．０ｍｇＫＯＨ／ｇ
、水酸基価は１１１ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５℃における粘度は３００ｍＰａ・ｓであった（
以下、「ポリオールＡ－２」という。また、表１、２でも「ポリオールＡ－２」と表記す
る。）。
【００４０】
　合成例３
　脱水ヒマシ油を１０４０ｇ（１．１６モル）、ペンタエリスリトールのプロピレンオキ
サイド付加物を５６０ｇ（１．０２モル）とした他は、合成例２と同様にしてヒマシ油系
ポリオールを製造した。得られたヒマシ油系ポリオールのヨウ素価は８６、酸価は１．０
ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価は１４７ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５℃における粘度は４００ｍＰａ
・ｓであった（以下、「ポリオールＡ－３」という。また、表１、２、３でも「ポリオー
ルＡ－３」と表記する。）。
【００４１】
　合成例４
　脱水ヒマシ油を９６０ｇ（１．０７モル）とし、ポリオールとしてペンタエリスリトー
ル９６ｇ（０．７１モル）と、ヒマシ油５４４ｇ（０．５８モル）とを用いた他は、合成
例１と同様にしてヒマシ油系ポリオールを製造した。得られたヒマシ油系ポリオールのヨ
ウ素価１０６、酸価は１．０ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価は１５４ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５℃
における粘度は５００ｍＰａ・ｓであった（以下、「ポリオールＡ－４」という。また、
表１、２でも「ポリオールＡ－４」と表記する。）。
【００４２】
　合成例５
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び検水管、還流コンデンサを備える反応器に、脱水ヒマ
シ油脂肪酸を５９０ｇ（２モル）、ペンタエリスリトールのプロピレンオキサイド付加物
１３８ｇ（０．２５モル）、トリイソプロピルチタネート０．２ｇを投入し、窒素気流下
、２２０℃で６時間攪拌し、反応水を３６ｇ留出させ反応させ、その後、１００℃以下に
冷却し、減圧脱水した。得られたヒマシ油系ポリオールのヨウ素価は１１８、酸価は１．
０ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価は１０１ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５℃における粘度は５００ｍＰ
ａ・ｓであった（以下、「ポリオールＡ－５」という。また、表１、２でも「ポリオール
Ａ－５」と表記する。）。
【００４３】
　比較合成例１
　脱水ヒマシ油に代えて亜麻仁油１５００ｇ（１．６６モル）を使用し、ペンタエリスリ
トールを１１３ｇ（０．８３モル）とした他は合成例１と同様にしてヒマシ油系ポリオー
ルを製造した。得られたヒマシ油系ポリオールのヨウ素価は１６６、酸価は１．０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ、水酸基価１１６ｍｇＫＯＨ／ｇ、２５℃における粘度は５００ｍＰａ・ｓであ
った（以下、「ポリオールＢ」という。また、表１、３でも「ポリオールＢ」と表記する
。）。
　以上、合成例１～４及び比較合成例１のポリオール（Ａ－１～５及びＢ）のヨウ素価、
酸価、水酸基価及び２５℃における粘度を表１に記載する。
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　尚、ヨウ素価はＪＩＳ　Ｋ　００７０－６に従って測定した。また、酸価はＪＩＳ　Ｋ
　００７０－３に従って測定した。更に、水酸基価はＪＩＳ　Ｋ　００７０－７に従って
測定した。また、粘度はＪＩＳ　Ｋ　８８０３－８に従って測定した。
【００４４】
【表１】

【００４５】
［２］木材塗料用ポリウレタン系水分散体の製造
　実施例１
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－１
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を１１０ｇ、ＭＥＫを８０ｇ、ＤＭＢＡを１０．９ｇ、ＮＭＰを２０ｇ、及びＤＢＴＤＬ
を０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを６８．３ｇ仕込み、次いで、昇温させ、８０℃
で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポリマーを１００質量％とし
た場合に、２．６質量％のイソシアネート基を有する。）を含有する反応液を得た。その
後、４０℃にてこの反応液にＴＥＡを６．７ｇ添加し、中和した。次いで、ＩＰＤＡを６
．０ｇ配合したイオン交換水を４２０ｇ滴下し、鎖延長反応させるとともに転相させ、そ
の後、カルボジイミド化合物（日清紡績社製、商品名「カルボジライトＳＶ－０２」）を
３．９ｇ添加し、その後、十分攪拌して均一にし、次いで、減圧下、５０℃でＭＥＫを留
去し、木材塗料用ポリウレタン系水分散体を製造した。
【００４６】
　実施例２
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－２
を５５４ｇ、ＭＥＫを３００ｇ、ＤＭＰＡを６１ｇ、ＮＭＰを６１ｇ、及びＤＢＴＤＬを
０．１５ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを３２８ｇ仕込み、次いで、昇温させ、８０℃で７
時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポリマーを１００質量％とした場
合に、２．９質量％のイソシアネート基を有する。）を含有する反応液を得た。その後、
４０℃にて、この反応液にＴＥＡを４６ｇ添加し、中和した。次いで、ＩＰＤＡを４６．
０ｇ配合したイオン交換水を２０２０ｇ滴下し、鎖延長反応させるとともに転相させ、そ
の後、カルボジイミド化合物（日清紡績社製、商品名「カルボジライトＳＶ－０２」）を
１９．８ｇ添加し、その後、十分攪拌して均一にし、次いで、減圧下、５０℃でＭＥＫを
留去し、木材塗料用ポリウレタン系水分散体を製造した。
【００４７】
　実施例３
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－３
を８３．６ｇ、ＳＡ／ＭＰＤを２０．８ｇ、ＭＥＫを６０ｇ、ＤＭＰＡを１１．６ｇ、Ｎ
ＭＰを２８ｇ、及びＤＯＴＤＬを０．０４ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを６５．６ｇ仕込
み、次いで、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プ
レポリマーを１００質量％とした場合に、２．３質量％のイソシアネート基を有する。）
を含有する反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを８．７ｇ添加し、
中和した。次いで、ＩＰＤＡを６．８ｇ配合したイオン交換水を３７０ｇ滴下し、鎖延長
反応させるとともに転相させ、その後、カルボジイミド化合物（日清紡績社製、商品名「
カルボジライトＳＶ－０２」）を３．８ｇ添加し、その後、十分攪拌して均一にし、次い
で、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタン系水分散体を製造した。
【００４８】
　実施例４
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－４
を１１３．６ｇ、ＭＥＫを６３ｇ、ＤＭＰＡを１２．６ｇ、ＮＭＰを３０ｇ、及びＤＢＴ
ＤＬを０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを８２．０ｇ仕込み、次いで、昇温させ、８
０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポリマーを１００質量％
とした場合に、２．９質量％のイソシアネート基を有する。）を含有する反応液を得た。
その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを９．５ｇ添加し、中和した。次いで、ＩＰＤ
Ａを１２ｇ配合したイオン交換水を４９０ｇ滴下し、鎖延長反応させるとともに転相させ
、その後、カルボジイミド化合物（日清紡績社製、商品名「カルボジライトＳＶ－０２」
）を４．４ｇ添加し、その後、十分攪拌して均一にし、次いで、減圧下、５０℃でＭＥＫ
を留去し、木材塗料用ポリウレタン系水分散体を製造した。
【００４９】
　実施例５
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－５
を１３２．１ｇ、ＡＰ－２を９．３ｇ、ＭＥＫを６０ｇ、ＤＭＰＡを１４．０ｇ、ＮＭＰ
を３０ｇ、及びＤＢＴＤＬを０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを８５．０ｇ仕込み、
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次いで、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポ
リマーを１００質量％とした場合に、２．６質量％のイソシアネート基を有する。）を含
有する反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを９．５ｇ添加し、中和
した。次いで、ピペラジンを５．１ｇ配合したイオン交換水を４４０ｇ滴下し、鎖延長反
応させるとともに転相させ、その後、カルボジイミド化合物（日清紡績社製、商品名「カ
ルボジライトＳＶ－０２」）を４．８ｇ添加し、その後、十分攪拌して均一にし、次いで
、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタン系水分散体を製造した。
【００５０】
　実施例６
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－１
を７７．０ｇ、１，４－ＢＤを４．５ｇ、ＭＥＫを６０ｇ、ＤＭＢＡを９．０ｇ、ＮＭＰ
を２３ｇ、及びＤＢＴＤＬを０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを７０．９ｇ仕込み、
次いで、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポ
リマーを１００質量％とした場合に、３．６質量％のイソシアネート基を有する。）を含
有する反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを４．９ｇ添加し、中和
した。次いで、ＩＰＤＡを６．０ｇ配合したイオン交換水を３４０ｇ滴下し、鎖延長反応
させるとともに転相させ、その後、カルボジイミド化合物（日清紡績社製、商品名「カル
ボジライトＳＶ－０２」）を３．３ｇ添加し、その後、十分攪拌して均一にし、次いで、
減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタン系水分散体を製造した。
【００５１】
　実施例７
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－１
を７０．５ｇ、１，４－ＢＤを４．３ｇ、ＡＰ－２を４．４ｇ、ＭＥＫを６０ｇ、ＤＭＰ
Ａを７．８ｇ、ＮＭＰを１７ｇ、及びＤＢＴＤＬを０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩ
を７３．５ｇ仕込み、次いで、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端
プレポリマー（プレポリマーを１００質量％とした場合に、４．２質量％のイソシアネー
ト基を有する。）を含有する反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを
４．７ｇ添加し、中和した。次いで、ＩＰＤＡを４．０ｇ配合したイオン交換水を３８０
ｇ滴下し、鎖延長反応させるとともに転相させ、その後、カルボジイミド化合物（日清紡
績社製、商品名「カルボジライトＳＶ－０２」）を３．２ｇ添加し、その後、十分攪拌し
て均一にし、次いで、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタン系水分
散体を製造した。
【００５２】
　比較例１
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ＡＡ／ＨＧを４９
２ｇ（０．２４６モル）、ＭＥＫを３００ｇ、ＤＭＢＡを３６．４ｇ、ＮＭＰを５０ｇ、
及びＤＢＴＤＬを０．０８ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを２１０ｇ仕込み、次いで、昇温
させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポリマーを１０
０質量％とした場合に、３．７質量％のイソシアネート基を有する。）を含有する反応液
を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを２４．８ｇ添加し、中和した。次い
で、ＩＰＤＡを２３．５ｇ配合したイオン交換水を１２００ｇ滴下し、鎖延長反応させる
とともに転相させ、その後、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタン
系水分散体を製造した。
【００５３】
　比較例２
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ＡＡ／ＩＰＡを２
００ｇ（０．１０モル）、ＴＭＰを３ｇ、ＭＥＫを１５０ｇ、ＤＭＰＡを３９．０ｇ、Ｎ
ＭＰを３０ｇ、及びＤＢＴＤＬを０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを１８４ｇ仕込み
、次いで、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレ
ポリマーを１００質量％とした場合に、４．２質量％のイソシアネート基を有する。）を
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含有する反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを３２ｇ添加し、中和
した。次いで、ＥＤＡを１０ｇ配合したイオン交換水を８００ｇ滴下し、鎖延長反応させ
るとともに転相させ、その後、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタ
ン系水分散体を製造した。
【００５４】
　比較例３
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＢを８
０．６ｇ、１，４－ＢＤを４．７ｇ、ＭＥＫを６０ｇ、ＤＭＢＡを９．５ｇ、ＮＭＰを２
３ｇ、及びＤＢＴＤＬを０．０６ｇ投入し、溶解後、ＨＭＤＩを７０．９ｇ仕込み、次い
で、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プレポリマ
ーを１００質量％とした場合に、３．６質量％のイソシアネート基を有する。）を含有す
る反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを５．２ｇ添加し、中和した
。次いで、ＩＰＤＡを６．０ｇ配合したイオン交換水を３４０ｇ滴下し、鎖延長反応させ
るとともに転相させ、その後、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポリウレタ
ン系水分散体を製造した。
【００５５】
　比較例４
　汎用大豆油系ポリウレタン系水分散体（市販品）を用いた。
【００５６】
　比較例５
　攪拌機、温度計、窒素導入管及び還流コンデンサを備える反応器に、ポリオールＡ－３
を８３．６ｇ、ＳＡ／ＭＰＤを２０．８ｇ、ＭＥＫを６０ｇ、ＤＭＢＡを１１．６ｇ、Ｎ
ＭＰを２３ｇ、及びＤＯＴＤＬを０．０４ｇ投入し、溶解後、ＩＰＤＩを５５．６ｇ仕込
み、次いで、昇温させ、８０℃で７時間反応させ、イソシアネート末端プレポリマー（プ
レポリマーを１００質量％とした場合に、２．５質量％のイソシアネート基を有する。）
を含有する反応液を得た。その後、４０℃にて、この反応液にＴＥＡを８．７ｇ添加し、
中和した。次いで、ＩＰＤＡを６．８ｇ配合したイオン交換水を３７０ｇ滴下し、鎖延長
反応させるとともに転相させ、その後、減圧下、５０℃でＭＥＫを留去し、木材塗料用ポ
リウレタン系水分散体を製造した。
【００５７】
　尚、実施例及び比較例における略記の意味は以下のとおりである。
　ＤＭＰＡ；ジメチロールプロピオン酸
　ＤＭＢＡ；ジメチロールブタン酸
　ＭＥＫ；メチルエチルケトン
　ＮＭＰ；Ｎ－メチルピロリドン
　ＤＢＴＤＬ；ジブチルチンジラウレート
　ＤＯＴＤＬ；ジオクチルチンジラウレート
　ＨＭＤＩ；ＭＤＩの水添物
　ＩＰＤＩ；イソホロンジイソシアネート
　ＴＥＡ；トリエチルアミン
　ＩＰＤＡ；イソホロンジアミン
　ＥＤＡ；エチレンジアミン
　ＴＭＰ；トリメチロールプロパン
　１，４－ＢＤ；１，４－ブタンジオール
　ＡＰ－２；ビスフェノールＡのプロピレンオキサイド２モル付加物
　ＳＡ／ＭＰＤ；セバシン酸と３メチルペンタンジオールとの反応物であるポリエステル
ポリオール（重量平均分子量；３５００、水酸基価；３４ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　ＡＡ／ＨＧ；アジピン酸とヘキサンジオールとの反応物であるポリエステルポリオール
（重量平均分子量；２０００、水酸基価；５６ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　ＡＡ／ＩＰＡ＝１／１（モル比）／ＨＧ；アジピン酸及びイソフタル酸（モル比で１／
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１）とヘキサンジオールとの反応物であるポリエステルポリオール（重量平均分子量；２
０００、水酸基価；５６ｍｇＫＯＨ／ｇ）
【００５８】
　以上、実施例１～７及び比較例１～５の木材塗料用ポリウレタン系水分散体の粘度、ｐ
Ｈ、不揮発分及び脱水ヒマシ油含有量を、それぞれ表２、３に記載する。
　尚、粘度はＪＩＳ　Ｋ　８８０３－８に従って測定した。また、ｐＨは堀場製作所製の
「ｐＨ　ｍｅｔｅｒ　Ｆ－２２」により測定した。更に、不揮発分（表２、３では「ＮＶ
」と略記する。）はＪＩＳ　Ｋ　００６７－２－３に従い、１２５℃で３時間加熱したと
きの揮発残分とした算出した。
　不揮発分（％）＝［（加熱後の全重量－容器の重量）／（加熱前の全重量－容器の重量
）］×１００
　また、表２、３における「脱水ヒマシ油の質量割合」は、鎖延長されたプレポリマーの
生成に用いられた原料の合計量を１００質量％とした場合の、脱水ヒマシ油の質量割合で
ある。
　脱水ヒマシ油の質量割合（％）＝（脱水ヒマシ油の質量／原料の合計質量）×１００
【００５９】
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【表２】

【００６０】
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【表３】

【００６１】
［３］塗装用及びフィルム作製用の各々の配合物の調製
　実施例１～７及び比較例１～５の木材塗料用ポリウレタン系水分散体（表４では「ＰＵ
Ｄ」と略記する。）の不揮発分（表４では「ＮＶ」と略記する。）を３０質量％に調整し
、この水分散体と、レベリング剤（サイテック社製、商品名「Ａｄｄｉｔｏｌ　ＸＷ３９
５」）、造膜助剤（ダウ・ケミカル日本社製、商品名「ダワノールＤＰＭ」）及びイオン
交換水とを表４に記載の塗料用及びフィルム作製用の各々の組成となるように配合し、試
験片の作製に供した。
【００６２】
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【表４】

【００６３】
［４］性能評価
（１）塗膜の評価
　縦２００ｍｍ、横１５０ｍｍのラワン合板の基材の一面に、実施例１～７及び比較例１
～５の木材塗料用ポリウレタン系水分散体を用いて表４の組成になるように配合した塗料
を４回重ね塗りし、一回につき塗布量が４．０～６．０ｇになるように調整し、塗膜を形
成した。各々の塗布の間隔は６時間以上（６～１０時間）とし、１～３層は雰囲気温度（
２５℃）で乾燥させた。また、１～３層は上層の塗布前に表面を２４０番のサンドペーパ
ーで研磨した。一方、最上層、即ち、４層目は研磨せず、４０℃で１週間養生させ、評価
に供した。
　尚、上記の研磨時の研磨性を目視により評価した。評価基準は、○；サンドペーパーの
目詰まりがなく、良好である、△；少し目詰まりがみられるが、研磨することができる、
である。
【００６４】
　上記（１）のようにして基材の表面に形成した皮膜の性能を評価した。
（ａ）黄変性；養生後、３０日経過した時点で皮膜の着色を目視で観察した。評価基準は
、○；変色がなく良好、△；少し黄色に変色、×：黄変する、である。
（ｂ）鉛筆硬度；ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に従って評価した。
（ｃ）光沢；堀場製作所製、型式「ＩＧ－３３１」を用いてＪＩＳ　Ｋ　５６００－４－
７に従って６０°鏡面光沢度を評価した。
（ｄ）スポットテスト（耐薬品性）：ＪＩＳ　Ｋ　５６００－６－１［方法３（点滴法）
］に従い、表５に記載の液体を皮膜に滴下し、過度の蒸発を防ぐために試験面をポリキャ
ップにより覆い、２４時間静置後、試験面の状態を目視で観察した。評価基準は、○；滴
下跡が視認されず、良好である、△；滴下跡が視認され、液体に少し侵されている、×；
滴下面に皺等がみられ、液体に侵されている、である。
　尚、Ｎａ２ＣＯ３、酢酸及びＥｔＯＨ（エタノール）は、いずれも水溶液である。また
、洗剤はＰ&Ｇ社製、商品名「ジョイ」であり、ラッカーシンナーはＪＩＳ　Ｋ　５５３
８に定められた製品である。
（ｅ）耐湿熱性；底面が直径１００ｍｍの円形のステンレス製容器に沸騰水を入れ、この
容器を、水を流延させた皮膜面に静置し、３０分間経過後、容器を取り除き、皮膜表面を
目視で観察した。評価基準は、○；静置跡が視認されず、良好である、△；静置跡が視認
され、湿度及び熱の影響を少し受けている、である。
　以上、（ａ）～（ｅ）の評価結果を表５に記載する。
【００６５】
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【表５】

【００６６】
　表５の結果によれば、実施例１～７の木材塗料用ポリウレタン系水分散体を用いた場合
は、研磨性、黄変性及び耐湿熱性は全く問題なく、十分な硬度を有し、且つ光沢も８１以
上であり、優れている。また、エタノール、ラッカーシンナーに対する耐薬品性（耐溶剤
性）が少し低いこともあるが、総体的に十分な耐薬品性を有していることが分かる。一方
、比較例１～５の木材塗料用ポリウレタン系水分散体を用いた場合は、研磨性、酢酸及び
洗剤に対する耐薬品性に大きな問題はないものの、その他の評価で大きく劣っている項目
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があることが分かる。特に、汎用大豆油系ポリウレタン系水分散体を用いた比較例４では
、脱水ヒマシ油に代えて乾性油である亜麻仁油を用いて合成したポリオールを使用した比
較例３では黄変が激しい。また、脱水ヒマシ油を用いて合成したポリオールを使用してい
るものの、シクロヘキシル基が１個のイソホロンジイソシアネートを用いた比較例５では
、耐溶剤性に劣ることが分かる。
【００６７】
（２）フィルムの評価
　実施例１～７及び比較例１～５の木材塗料用ポリウレタン系水分散体を用いて表４の組
成になるように配合したフィルム作製用配合物を用いて、金属製の型に流し込むようにし
て厚さ３００μｍのフィルムを作製し、このフィルムから縦１００ｍｍ、横３０ｍｍの試
験片を切り出し、この試験片を４０℃の温水に浸漬し、４８時間経過後、表面に付着した
水をガーゼで拭き取り、重量変化率を算出し、外観を目視で評価した。
　重量変化率（％）＝［（浸漬後重量－浸漬前重量）／浸漬前重量］×１００
　結果を表６に記載する。
【００６８】
【表６】

【００６９】
　表６の結果によれば、実施例１～７の木材塗料用ポリウレタン系水分散体を用いた場合
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は、重量変化率は＋２．４％以下、即ち、重量増加率は２．４％以下であり、吸水性が極
めて低く、外観も若干濁りがみられる程度であり、全く問題ないことが分かる。一方、比
較例１～５の木材塗料用ポリウレタン系水分散体を用いた場合、比較例１～２及び４～５
では、重量増加率が大きく、比較例１、４、５、特に比較例４では、重量増加率が極めて
大きく、問題である。また、比較例３では、重量増加率及び外観ともに全く問題ないが、
前記の黄変性が劣っており、問題である。
【産業上の利用可能性】
【００７０】
　本発明は、木質の床、壁、天井及び家具等の、木製であり、且つ美観を向上させるため
表面に塗料を塗布し、皮膜を形成する必要のある各種の用途において利用することができ
る。
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